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FASB現金フロー計算書の目的
佐 藤 倫 正
1．序
　米国財務会計審議会（Financial　Acc。unting　Standards　Board，以下FASB）は1985
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）年に入って現金フロー計算書に関する基準づくりに着手した模様である。FASBは1980年
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2｝12月に『資金フu一，流動性，および財務弾力性の報告にかかわる諸問題の分析』と題す
る討言鎖料を公表してAPB意見書第19拶あ・財政状態変動表、の即しを行なうことを
明らかにしていたが，いよいよ，その見直し作業も最後の段階に来たことになるe
　FASBは1980年半討議資料の後，1981年に『企業の利益，現金フv一お・よび財政状態の
報告14）と題する公開草案をまとめた。さらにこの草案の主旨を財務諸表の認識と測定を扱う
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）プロジェクトに合体させて，1984年12月に『企業財務諸表における認識と測定』と題する
概念ステートメント第5号を公にして，現金フロー計算書に関するFASBの態度を次第に明
らかにしてきていた。このノートではそれら資料の検討を行なってFASBが現金フロー計
算書にどのような役割を与えようとしているのかを，各資料の「資金計算書」の「目的」
に関する記述に着目して整理を試みてみたい。
　FASB以前に会計原則の設定機関としての役割を担っていたのが会計原則審議会
（Accounting　Principles　Board以下APB）であることは周知のとうりである。このAPB
が1971年に「財政状態変動表」に関する意見書第19号を公表した時，APBは財務報告
全般を包摂するいわゆる概念的枠組を持っていなかった。1961年にムーニッツ　（Maurice
M。。n・・。）・よる会欄査研究第1拶厩表されたが，・紺当・寺余り・も実務とか嘘
れているという理由でAPBから拒否されてた。またAPBから1970年に『企業財務諸表の
　　　　　　　　　　　　　　　｛7）基礎をなす基本的概念と会計原則』と題するステートメントNo．4が公表されていたが
この会計原則の中への資金計算書の取り込みは必ずしも充分ではなかった。
　例えば，APBステートメントNQ　4では資金計算書は財政状態の変動を示す「その他の
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　　C8）諸表」として位置付けられているに過ぎなかった。また，同ステートメントでは，財務諸
表の目的について，次のように述べられているに過ぎなかった。すなわち，「財務諸表の目的
は，一般に認められた会計原則に準拠して，（1）財政状態，（2）経営成績，並びに（3＞その他の
原因による財政状態の変動を，適正に表示することである191と。
　これは，「財政状態変動表の目的は，一般に認められた財政状態変動表に関する会計原則
に従って，財政状態の変動を表示することである。」と述べているのに等しい。APBステ
ートメントNo．・4は財政状態変動表に関する諸基準を導き出すための基本概念を所有してい
たのでなく，当時の実務の存在を前提にしてそれに身体を預ける形で資金計算書の目的を
規定していたことになる。
　これに対し，FASBが資金計算書の新しい基準づくりに着手した時の事情はAPBの意
見書第19号公表の場合と大きく異なる。それはFASBが財務報告の諸基準を導き出し得る
自らの概念的粋組を持とうとしているため，FASBによる現金フロー計算書には，　FASB
の概念ステートメントに体現される概念的粋組が関与せざるを得ないからである。この場
合，FASBは財務諸表の目的を概念的枠組の一つの要に据えているので，現金フロー計算
書の目的は｛1）財務諸表全体の目的に奉仕するものとして，かつ，②他の財務諸表との役割
分担を考慮に入れながら，記述される必要が生じている。すなわちFASBの資金計算書に
関するプロジェクトはその概念的枠組づくりに影響を与えているであろうし，当該プロジ
ェクトもその概念的枠組の制約を受けるのである。このことは，当然乍ら，FASBの現金
フロー計算書の目的を考察する場合には，近い将来に公表されるであろう『基準書』に表
れる目的の字句を検討するだけでは充分でないことを意味する。
2．APB「財政状態変動表」の目的
　APB意見書第19号の「財政状態変動表」の特徴は資金として広義の概念を採用するとこ
ろにある。このことは意見書第19号がその目的を次のように述べていることと無関係では
ない。「資金計算書の目的は，（1）企業が一期間に営業活動から生み出した資金の額を含めて，
当該主体の資金調達および投資活動を要約し，そして（2）当該期間中の財政状態の変動の開
示を漏れ無く行なうことである。資金計算書で開示される情報は財務諸表の種々の利用者
がその企業に関する経済的意思決定をなすにあたって有益である。」ところでこのような目
一482一
FASB現金フロー計算警の目的　841
的の規定がいかなる意義を持っているかは，財務諸表の目的を体系的に論じたAICPAの
　　　　　　　　　　（1　0｝
通称Trueblood　Reportと呼ばれる報告書に照らしてみるとより一層明らかになろう。
　財務報告に関する基準が有益で効力を持つには，その基準が，大方の合意を得た財務報告
の目的に則っている場合であるという考えは，米国においてこの10年余りの間に広く受け
入れられつつある。その先鞭を付けて財務諸表の目的を体系的に扱ったのがこのTrueblood
Reportである。
　Trueblood　Reportでは12の財務諸表の目的が示された。この12月目的は，　Trueblood
Reportでは明示されていないが，相互に関連づけられて階層的に配置されることが指摘
　　　　　（13｝されている。たとえばソーター＆ガンズ（Sorter＆Gans）は諸目的の階層を次の図一1
　　　　　　　　　　（14）のように位置付けている。
　目的の第一階層で，基本目的と呼ばれる財務諸表の一般的役立ちが示される。それは経
済的意思決定に役立つ情報の提供ということである。（目的1）
　目的の第二階層で，利用者の識別が行われる。そこでは利用者として（A）利用者一般（目
的2）（B＞投資家および績権者（目的3）（C）非営利組織関係者（目的11）（D）社会（目的12）
が識別される。（A）に関連しては彼等が限られた情報源泉しか持たないことを認識する。（B）に
関連しては彼等が彼等へのキャッシュ・フローの額，時期，不確実性を知りたがっている
ことを認識する。また，彼等が同じ情報要求を持つとの立場を明らかにする。
　目的の第三階層で企業の立場に立った利用者の情報要求を想定する。ここでは，投資家
および債権者が企業の収益力の予測，比較，および評価を行なうのに役立つ情報（目的4），
および，経営者が経済的資源をいかに有効に利用したかを評価するのに役立つ情報（目的
5）が望まれていることが認識される。
　目的の第四階層で，目的4および5を満たす会計情報の一般的特性を明らかにする。そ
れは，取引および事象に関する事実情報と解釈情報を提供するということである（目的6）。
　目的の第五階層で上記情報を伝達する財務諸表を明らかにする。損益計算書，貸借対照
表，財政状態変動表，および予測情報が上記目的を果たす手段となる。
　Trueblood　Reportにおける財務諸表の諸目的に関して指摘しうる重要な点は次の二つ
である。その一は，利用者が財務諸表から析出したい事項として企業の収益力を強調して
いる点である。別の書い方をすれば，流動性あるいは支払能力は前面に出てきていないと
いうことである。その二は，一とも関連するが，財政状態変動表の目的も企業の収益力を
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図一1　諸目的の階層
1　基　本　目　的
　　　　　（目的一1）
経済的意思決定に役立つ情報の提供
ll　利用者と彼等の
ニーズ （A）利用者一般
　（目的2）
???
B）債権者および投資家
　　　（目的3）
　　　　×
◎非営利組織関係者　働社　会
　　（目的11）　　　（目的12）
限られた情報源泉し　　キャシュ・フローの額，
か持たない利用者　　　時期，不確実性
皿　財務諸表を公表
　する企業から見た
　利用者のニーズ 企業の収益力の予測，
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　　　（目的5）
経営者が経済的資源をい
かに有効に利用したか
W　そのニーズを満
　たす企業の情報 　　　（目的6）
取引，事象に関する事実
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V　その情報を伝達
　する財務諸表　　　　（目的7）
　　　　　　　　　　貸借対照表
　　／
（目的8）
損益計算書
　（目的9＞
財政状態変動表
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予測情報
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把握することと捉えられていることである。これは目的9が次のように述べていることか
らも明らかである。「目的の一つは，企業の収益力を予測し，比較し，そして評価するのに
有益な財政状態変動表を提示することである」と。
　これとの比較でAPB意見書第19号の「財政状態変動表」の目的規定で決定的に欠けて
いるのは，目的の第三階層であるところの，企業から見た利用者のニーズについての言及
である。したがってこの点は推測するしかない。しかし，19号が流動性を全く強調してい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛ISないこと，および，19号に影響を及ぼしたとみなされるAICPA会計調査研究第2号，あ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（leるいは，それに影響を及ぼしたホーングレン（Horngren，C．T．）の立場を考え合わせると，
19号はやはり流動性ではなく，収益力の評価を分析することの利用を念頭に置いていたと
いうことができる。
3．FASB資金計算書の目的
　FASBは当初，いわゆる資金表の名称について非常に慎重であった。たとえば，概念ス
　　　　　　　　（1”テートメント第1号では，現行実務で提供される財務諸表の名称に言及する個所において，
・財政状蔽轍（資金翻表）、と、・猿現が取られてい謬そこで，ここでも当面は資
金計算書の目的という言い方を取ることにする。
（1）FASB概念ステートメント第1号における資金計算書の目的
　FASBの資金計算書の目的を探るためには，まずeg　一一に，財務報告の目的を体系的に扱
った概念ステートメント第1号において資金計算書の目的がどのように位置付けられてい
るかを問う必要があろう。ここではTrueblood　Reportの目的の階層に照らしてその検討
を行なってみたい。
　ステートメントは，先ず第一に，財務報告の一般的目的ないしは基本的目的を次のように
規定する。「財務報告は現在および潜在的投資家，債権者その他が合理的な投資，与信および
類似の意思決定をなすのに有用な情報を提供すべきである。」
　この場合，当ステートメントは投資家と債権者の情報要求が一致しているという立場を
表明していないことは注意をしておいてよかろう。
　次に，そのような意思決定にとっては企業のキャシュ・フローに関する情報が分かれば
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よいとの立場から，「財務報告は投資家，債権者その他が関心を持つ企業のおこりうる正味
キャシュ・フローの額，時期および不確実1生を評価するのを助ける情報を提供するべきで
　　zao）
ある。」という記述を引き出す。ここまでの二階層についてはTruebloQd　Reportとよく
似ている。
　ところが，Trueblood　Reportの第三階層である利用者のニーズー「企業の収益力」とか
「経営者が経済的資源をいかに利用したか」（これらは利用者からみれば分析目的と言って
よいであろう）一に関する記述はここでは述べられない。これは，実は，目的の第五階層
で，財務諸表にからめて言及されることになる。
　そこで，当ステートメントは次の階層で財務報告によって果たされる事柄を次のように
要約する。「財務報告は，企業の経済的資源，これら資源に対する請求権（外部の主体に対
して資源を引き渡す企業の義務および所有主分持分）および，資源および資源への請求権
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　伽を変化させる取引，事象および環境の影響に関する情報を提供しなければならない。」こ
の記述はTruedlood　Reportの第四階層「取引やその他の事象に関する事実情報と解釈情
報を提供する」に対応していることは言うまでもない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　e2）　　　　　　　　　　　　　　　　　　｛23）　そして最後の階層で，財政状態に関する情報，企業業績に関する情報すなわち利益情報，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鋤流動性および財務弾力性に関する情報すなわち資金フロー情報が位置づけられる。さらに
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ce5）経営者の受託会計責任に関する情報もここに位置づけられる。
　概念ステートメント第1号では資金フロー情報の役立ちが流動性あるいは財務弾力性と
の関係で捉えられている。これは概念冬テートメント第1号の大きな特徴であろう。パラ
グラフ49はつぎのように言う。「財務報告は企業がいかに現金を得て使用したかについて，
その借入と返済に関して，現金配当および企業資源の所有主に対するその他の分配に関し
て，および，企業の流動性あるいは財務弾力性に影響を及ぼすその他の要因についての情
　　　　　　　　　　（2S報を提供するべきである。」これは会計責任としての流動性に関する情報の提供を述べたも
のである。
（2）1980年討議資料における資金計算書の役立ち
　1980年12月に公表された討議資料『資金フロー，流動性および財務弾力性の報告にかか
わる諸問題の分析mは，その名の示すとおり，資金フローの報告を流動性および財務弾力
性とのからみで捉えている。このことは，また，同討議資料がAPB意見書第19号を見直
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す理由の一つとして次のように述べていることと符合する。「資金フローの報告に関する
現行実務は，一つの計算書に余りにも多くの情報を詰め込んでおり，また，ある特定の
フV一概念に焦点を合わせていない，という理由で人びとから批判を受けてきた。（また）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2”流動性および財務弾力性の概念は未だ権威ある文献の中で展開されていない。」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2at　この討議資料はその第2章で資金フロー情報が有用でありうる六つの理由を掲げている。
これは資金フロー分析の可能な手法を述べているとみてよいであろう。
　a）それは直接的に将来のキャシュ・フローを把握するのを助ける。
　b）それは利益と正味キャシュ・フローの関係を識別するのを助ける。
　c）それは実際のキャシュ・フローに関するフィードバックを提供する。
　d）それは利益の質に関する情報を提供する。
　e）それは財務諸表における情報の比較性を改善する。
　f）それは別の方法で企業の業績の評価を助ける。
　a）は過去の情報が将来の予測をなす基礎になることを示唆する。b）は利益数値から将
来のキャシュ・フローを予測しようとする場合に，過去の利益とキャシュ・フローのズレ
に関する情報が与えられていれば，その予測の助けになることを示唆する。c）のフィード
バックとは予めキャシュ・フローを予測した場合にそれとキャシュ・フロー実績とを突き
合わせてみることを意味する。d）の利益の質とは，発生主義利益に各種の会計的判断が
介入していることと係わっている。このような発生主義利益と　（会計的判断の介入の程度
のより少ない）資金フロー数値との比率が高い程，利益の質は高いと判断される。e）の
比較性とは企業間で採用する会計方針が異なる場合でも資金フロー情報ではその違いが除
去されることを意味する。f）の「別の方法で」の企業の業績の評価とは，例えば，〈営業
活動からの資金〉とく事業に投下された資金〉の関係（回収率）は企業の業績の有用な測
定値を提供しうることを示唆する。
　注意すべきは，a）で「将来のキャシュ・フローを把握するのを助ける」と言う場合，そ
こに流動1生および財務弾力性の概念が介在していて，「流動性および財務弾力性に関する情
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）報が将来のキャシュ・フローを把握するのに必要である」という立場を討議資料が取って
いることであろう。
3）1981年公開草案における現金フロー計算書の目的
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　1981年の公開草案は『企業の利益，現金フローおしよび財政状態の報告』という見出しが
付けられている。このことから知られるように，この草案では現金フローという用語が資
金フローに代わって用いられ，また現金フロー計算書という名称が財政状態変動表に代わ
って用いられる。
　このことに関連して草案は次のように言う。
　「現行の実務において，財政状態変動表が財務報告の中に含められている。これら計算書
は一つあるいはいくつかの概念で定義された資金の変化，たとえば現金および短期投資，
正味貨幣性資産，および最もしばしば，流動資産マイナス流動負債の増加あるいは減少，
に焦点を当てている。財務報告の諸目的が指摘するところによれば，利用者は将来の現金
フロー評価を助け，過去の評価にかんするフィードバックを提供する現金の流入と流出に
関する情報を必要としている。従って，この提案されたステートメントは他の種類の資金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3en計算書ではなく現金フロー計算書に対する必要に焦点を合わせる。」
　その現金フV一計算書の役立ちは次のように説かれる警n
　現金フロー計算書は（関連する脚注および補足的情報と共に）一期上中の現金の流入と
流出に関する情報を提供すべきである。この情報は将来のキャシュ・フローの金額，時期，
および不確実性を評価するのに有益である。この計算書は，また，以下のことをとおして
財務報告の諸目的に貢献する筈である：
　a．現金の種々の源泉と使途を区別する一営業活動でもたらされ又使用された現金，借
　　入から得られた，また借入の返済に用いられた現金，諸資源への投資に用いられた現
　　金，および投資の処分によって得られた現金，および所有主による拠出あるいは所有
　　主へ配分される現金。投資に関する情報の提供は企業の営業能力の変化を評価する助
　　けとなる。
　b。利用者に対して彼等が過去の現金フローの予測を評価するようなフィードバックを
　　提供する。
　c，企業の流動性と財務弾力性を評価するのに有益な情報を提供する。
　ここに財務弾力性とは，「予期しない必要や機会に対応してキャシュ・フローの金額お
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ts2）よび時期を変えるべく有効な行動を取る企業の能力のこと」と説明される。財務弾力性が
あれば，需要の予期しない落ち込みによる低い（おそらくはマイナスの）営業活動からの
キャシュ・フローの時期でも企業が存続できるかも知れない。また財務弾力性は企業の
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予期しない投資機会を享受することを可能にするかもしれない。
　この現金フロー計算書の財務弾力性評価への役立ちを草案は次のように言う。
　「現金フロー計算書，損益計算書および貸借対照表は一緒になって財務弾力性を評価す
るのに有用な情報を提供する；たとえば現金フロー計算書は経常的活動からのキャシュ・
フローを報告することによってその目的を達する。また過去のキャシュ・フU一に関する
情報は将来のキャシュ・フローの予測に有益であろうし，一般的に見て，営業活動からの
将来の正味キャシュ・フローが多ければ多い程，その企業が営業状況の不利な変化に耐え
　　　　　　　　　　　圃るより大きな能力を持つ。」
　以上から知られるように，現金フロー計算書は流動性および財務弾力性の評価への役立
ちの観点から位置付けられている。さらに，貸借対照表および損益計算書さえ同じ観点か
らの位置付けがなされている。Trueblood　Reportとの決定的な違いがここに至って鮮明
に現れて来たと言うことができよう。
（4）概念ステートメント第5号における現金フロー計算書の目的
　1984年1’2月に公表されたFASB概念ステートメント第5号『企業財務諸表における認識
　　　B4）と測定』は企業の財務諸表の認識と測定を扱う。ここでいう財務諸表の体系（Full　set　of
financial　statements）はつぎのとおりである：
　貸　f昔　対　照　表：Statement　Qf　financial　position
　損益計算書：Statements　of　Earning　and　Comprehensive　IncQme
　現金フロー計算書：Cash　Flow　Statement
　株主持分計算書：Statement　of　Investment　by　and　Distribution　to　Owners
　このステートメントでも先の草案と同じく「現金フロー計算書」という名称が用いられ
る。現金フロー計算書はFASBで：は確定した名称のように思われる。この現金フロー計
算書の意義について当ステートメントは次のように述べている。「現金フロー計算書は一
期間中の主要な源泉ごとに区分された企業の現金受領と主要な使途ごとに区分された現金
支払を直接的にあるいは聞接的に反映する。それは，負債を返済し，配当を支払い，営業
能力を維持あるいは拡大するために再投資すべき現金を営業活動を通して生み出す企業の
活動に関して；負債および持分の双方に係わる財務活動に関して；および現金の投資ある
いは消費に関して有益な情報を提供する。企業の当期の現金受領の支払に関する重要な利
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ca5）用には，企業の流動性，財務弾力性，収益性およびリスクの評価を助けることが挙げられる。」
　また，損益計算書情報と比較しての現金フロー計算書の意義を次のように説明する。
　「発生主義会計で測定された利益も包括利益も営業活動からの現金と同じではないので，
現金フロー計算書は期間利益あるいは包括利益と現金収支の金額，原因および時間的闇隔
に関する重要な情報を提供する。利用者は通常，期聞利益あるいは包括利益と関連する現
金フローとの関係を評価するにあたってその情報を考慮する」甲「現金フV一計算書ではすべ
ての現金収支はそれが生じた時に認識されるため認識問題を殆ど呈しない。キャシュ・フ
ローの報告は見積あるいは配分を必要としないし，現金フロー計算書における分類を除いて
　　　　　　　　　　（37）殆んど判断を要しない。」
　ここでも明らかに，現金フロー計算書の役立ちは流動性評価との関係で位置付けられて
いる。ただし，このステートメントでは収益性の評価があたかも申し分け程度に付け加え
られていることには注目してよいであろう。
4．結びにかえて
　財務諸表の目的を階層的に捉えることは，様々な目的を体系的に整理する上で有効であ
る。しかし，その場合，最上位の目的の定め方には注意を要する。
　「利用者の経済的意思決定に役立つ情報の提供」を基本目的として最上位に位置せしめ
ることはTruebl。od　Rep。rtでもFASBの概念ステートメント第1号でも見られる。しか
し，この基本目的は複数の利用者グループの目的を包摂する一般目的でもある。そこでい
う「意思決定」には少なくとも，株主，投資家，長期債権者，短期債権者による意思決定が含
まれる。ところが，彼等の情報要求が必ずしも一致しているわけではないので，そのよう
な基本目的を達成するために設定される中間目的は，いきおい多元的にならざるを得ない
であろう。Trueblood　Reportはこの点を解決するため，目的の第三階層で，収益力の予
測（および会計責任を果たす）という目的を持ってきて，多元的にちらばりうる目的を一
度束ねている。したがって，各財務諸表は収益力の予測という目的の達成に共同して奉仕
するという目的の体系が描かれている。この場合，財務状態変動表も，勿論，収益力の予
測に役立つ財務報告書として位置付けらtilている。
　これに対して，FASBの目的体系においては投資家と債権者を念頭に置いた一般目的
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の報告が考慮されているものの，彼等の情報要求が同じとは仮定されていない。また，
Trueblood　Reportの第三階層に相当する位置に，多元的にちらばりうる中間的目的（分
析目的）を束ねる記述がない。収益力予測とか流動性評価といった分析目的は，目的の第
五階屠の個々の財務諸表に託されている。その場合，収益力予測は損益計算書に多くが託
され，現金フロー計算書には貸借対照表とともに流動性評価の役立ちが多く託されること
になる。もっとも，現金フロー計算書の収益力評価への役立ちも全く否定されているわけで
はないので，この意味でFASB現金フロー計算書の目的の方がTrueblood　Repor亡の
財政状態変動表の目的よりもやや多元的に規定されていると言えるかも知れない。ただ，
Trueblood　ReportもFASBも資金計算書の役立ちの単一の面だけに一方的にとらわれ
たという感は残る。
　資金計算書を我国に導入しようとする場合，資金計算書の目的規定の仕方にTrueblood
Report型とFASB型の二つがあることには注目しておく必要があろう。これはTrueblo。d
Reportが収益性を重視し，　FASBが流動性を重視するという違いがあるだけでなく，両者
が分析目的に関する規定をどの階層で行なうかも異なっているのである。
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